
れだけのことをやりきる
意思や組織・地域の力を
持てるかが大きな課題と
なる。地域の実情に応じ
て色々なパターンはある
ものの、たとえば地場の
建設会社が事業主体とな
ることなどが考えられる
｡「経営」ということが
分かる人を、内部だけで
なく外部からも登用する
ことが必要になり、大手
の事業者や外資系企業も
パートナーとしての参入
が求められるだろうが、
あくまでも地元の意思が
尊重されることを基本に据えて欲し
い。また、住民の方々の意識を、自分
たちでも水力発電所の建設を行える
という方向に変えていくことも大き
なポイントとなる。水車のメーカー
側では、より小規模な水車でも効率
的・安価に製造すること、また例えば
100kWの発電事業において10kWク
ラスの水車を10台設置するといった
量産効果によって、より価格を低減し
て水車を製造するという取り組みが求
められる。

　FIT前は民間企業では採算性が
見込めないため、自治体が主体となり

　経済産業省で公表されている
認定状況のデータにおいては、既存
発電所のリプレースと新設案件はあ
くまで区別されていないため、新規
の開発が実際にどれだけ行われてい
るかの判断は難しい点もある。
　その上で、1,000kW以下の発電所
で新設されているのは、おそらく年
間２、30カ所程度ではないか。その
ペースはもっと加速が可能であり、
加速すべきだ。年間数十件から100件
程度にまで、建設のペースを高めら
れればよいとも考えている。新規開
発の発電所は、全国で合計最大100万
kWくらいまでは導入が可能とも見込
んでいる。100万kWを仮に20年の歳
月で割ると、年間で５万kWの建設が
必要になり、500kW級の発電所でも
年間で100カ所程度を建設していかな
ければ間に合わない計算になる。

　地域での「主体形成」が重要
になる。発電事業を興す事業主体
を、いかに作り出せるかが大きい。
例えば３億円程度を投資して200kW
クラスの発電所を作るとしても、水
資源に関する手続きなど、超えなけ
ればいけないハードルが多く、それ
をやりきるのは大変なこと。億単位
にのぼるお金を動かし、なおかつそ

発電事業を担うケースが多かった。自
治体は、首長と議会が事業を実施する
と決定さえすれば良いこともあり、主
体形成をどうすべきかとの課題も発生
しにくい。FITの開始後は、民間ベー
スに任せても採算性が見込めるように
なっており、そうした民間の力で行え
る事業を、あえて自治体が手掛ける必
然性はないとして、現在は自治体が主
体のケースは少数となってきている。
　ただ、FIT後のことを考えると、出
力は100kW以上と得られないと採算
性が厳しく、とくに数十kWクラスの
発電所を運営していくには課題も多く
存在するのではないか。数十kWクラ
スの発電所でも、日常の単純な維持管
理は実施可能だが、大規模修繕が必要
になった時点で、廃止するという可能
性は考えられる。もっとも、その大規
模修繕が30年や50年、100年後に行
われるなどのスケジュールは、ケース
によって異なる。



　経済産業省において将来の
系統の在り方に関するビジョンが
示され、そこでTSO(Transmission 
System Operator、送電系統運用者)と
DSO(Distribution system operator、
配電系統運用者)という考え方につい
て、はっきりと区別が行われた。これ
まで日本では、集中型の電力システム
が採用されTSOに関する議論だけが先
行していたが、ようやくDSOに関する
議論が行われる流れにもなってきた。
地域のインフラとしての小水力発電の
活用に向けて、DSOに関する議論をさ
らに深めて頂きたいというのが協議会
としても考えているところだ。


